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電気通信事業法第３１条第８項の規定により、別紙のとおり禁止行為の規定の遵守

のために講じた措置及びその実施状況を報告します。 
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１．電気通信事業法第３１条第３項の規定の遵守のために講じた措置及びその実施状

況に関する事項 

 

イ 電気通信業務又はこれに付随する業務の全部又は一部を子会社に委託した場

合における当該子会社ごとの内容 

 

（１） 監督対象子会社の名称 

 

監督対象子会社は、当社及び当社の子会社等がその総株主又は総社

員の議決権の過半数を有する会社のうち、当社が電気通信業務又はこれ

に付随する業務の全部又は一部を委託している会社であり、令和５年４月 

１日から令和６年３月３１日の間においては８社です。具体的には別添資料

１のとおりです。 

 

(２) 監督対象子会社に委託した業務の内容及び当該業務ごとの委託額 

 

監督対象子会社に委託した業務の内容及びその委託額（令和５年度年

額）は別添資料２のとおりです。 

 

(３) 監督対象子会社が委託を受けた業務を再委託した場合はその旨 

 

監督対象子会社が委託を受けた業務に係る再委託の状況は、令和５年

４月１日から令和６年３月３１日の間においては８社中４社が再委託を実施

しています。具体的には別添資料３のとおりです。 

 

(４) 監督対象子会社の総株主又は総社員の議決権に占める自己及び子会社の 

有する議決権の割合 

 

監督対象子会社の総株主又は総社員の議決権に占める当社及び当社

の子会社等が有する議決権の割合は、別添資料４のとおりです（令和６年３ 

月３１日）。 

 

(５) 自己の役職員であって監督対象子会社の役員を兼ねている者がいる場合 

は当該者の役職及び当該監督対象子会社における役職 

 

当社の役職員と監督対象子会社の役員に係る兼任の状況は、監督対象 

別紙 
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子会社の１３０役職を当社の役職員が兼任しており、その具体的な役職名

は別添資料５のとおりです（令和６年３月３１日）。 

 

ロ 監督対象子会社ごとの、当該会社が法第３０条第４項各号及び第３１条第２項各

号に掲げる行為を行わないよう、当該会社に対して行った監督の方法及びその実

施状況 

 

それぞれの監督対象子会社が、電気通信事業法第３０条第４項各号及び第

３１条第２項各号に規定される行為(以下、禁止行為という。）を行わないよ う、

当該会社に対して行った監督の方法及びその実施状況は次のとおりです。 

 

① 規程類の整備 

 

・禁止行為の防止を徹底するため、当社社内規程において、自社と他社を

差別的に取り扱ってはならない等の目的を記載し、社員等に対し、監督

対象子会社に対する教育研修、再委託先の報告等、監督の義務を定

めています。 

 

・また、監督対象子会社において、電気通信事業法（第３０条、第３１条）の

遵守、禁止行為の防止徹底に関する責任者の設置、社員研修の実施、

自主点検の実施、再委託先の監督、当社による監査への対応、問題発

生時の当社への報告義務及び当社からの是正指示への対応等を規定

した社内規程を制定させています。なお、禁止行為防止責任者につい

ては、各監督対象子会社の社長等としています。 

 

・規程の適正な運用を図るため、規程の運用を解説するとともに、電気通

信事業法（第３０条、第３１条）の遵守、禁止行為を行わないために、業

務運営上、留意すべき具体的ポイントや解説等を記載したマニュアルを

制定し、監督対象子会社に対しても遵守を義務付けています。 

 

② 委託契約の整備 

 

・当社と全ての監督対象子会社との間で、禁止行為の防止、再委託時の取 
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扱い、責任者の設置、研修・点検の実施、問題発生時の当社への報告

義務、契約違反時の措置等を規定した覚書を締結しています。なお、監

督対象子会社ごとの実施状況については、別添資料６のとおりです。 

 

③ 研修 

 

・令和５年７月１０日から令和５年１２月２８日までの間に、当社の経営企

画部が、公正競争の確保、禁止行為の防止のための基本的知識及び

遵守すべきポイント、会社が認めた設備部門の居室以外で業務を実施

する場合の要件や注意事項等を内容とした研修を、監督対象子会社に

おける全社員・契約社員・派遣社員等を対象に実施しました。なお、研修

については、ケーススタディを実施することにより、理解度を確認してい

ます。Ｗｅｂ学習については、基準値を設け、満たない場合は再受講と

なる仕組みにより、理解度を測定しています。 

 

ⅰ．研修（対象は全社員等） 

受講者数 人（実施率：１００％） 

 ⅱ．Ｗｅｂ学習（対象は全社員等） 

受講者数 人（実施率：１００％） 

 

④ 再委託先の管理 

 

・監督対象子会社が再委託を行う場合には、再委託先の選定または変更

に際して当社の承諾を義務付けています。 

これについて、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間で有効で

あった再委託契約の全てについて監督対象子会社が再委託先の選定

または変更に際して当社による承諾の取得をしていることを、当社委託

元組織からの報告に基づき確認しています。 

 

・これに加えて、監督対象子会社から再委託先に対して、禁止行為を行わ

ないことについて依頼または指導・監督を実施することとしており、また、

再委託先が当社グループ会社である場合には、監督対象子会社におい

て、当社と同様の監督を実施することとしています。 

 

⑤ 自主点検 

 

・各種業務委託契約締結の際に、禁止行為に該当する行為が行われてい

ないことについて、監督対象子会社の各種業務委託契約を実施する組織

の担当及びその直属上長が自ら事前にチェックすることとしています。 
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・また、禁止行為防止責任者に対し、すべての担当において禁止行為に該

当する行為が行われていないことについて半期ごとに自主点検を実施す

ることを義務付けており、当社の考査部門（当社の「電気通信業務又はこ

れに付随する業務」に係る委託業務を実施している当事者（被考査部門）

から独立した専ら業務監査を実施する組織）が禁止行為に該当する行為

が行われていないことを確認しています。 

 

⑥ 監査 

 

・監督対象子会社が禁止行為の防止に関する規程を制定し、当該規程お  

よび公正競争遵守に関するマニュアルに定める禁止行為の防止徹底に関

する責任者の設置、社員研修の実施、施策実施時の事前チェックや自主

点検の実施、再委託先に関する当社による承諾の取得等の措置を履行し

ていることについて、全ての監督対象子会社に対し、当社の考査部門が、

書面及び実地での監査を実施し、禁止行為に該当する行為が行われて

いないことを確認しています。（確認内容については、上記①～⑤のとお

り。）確認結果については令和６年５月に業務執行機関に報告しておりま

す。 

 

なお、監督対象子会社ごとの実施状況（実施内容、実施時期等）については、

別添資料６のとおりです。 

 

ハ 監督対象子会社における禁止行為の有無 

 

ロに記載した実施状況について、監督対象子会社への委託業務において、

当社の「電気通信業務又はこれに付随する業務」に係る委託業務を実施してい

る当事者（被考査部門）及び当社の考査部門とは別の組織である経営企画部

が、考査部門の監査が終わり次第速やかに、その監査結果を受領し、禁止行

為に該当する行為の有無と是正措置について確認しています。なお、禁止行為

に該当する行為はありませんでした。 

 

２．電気通信事業法第３１条第６項の規定の遵守のために講じた措置及びその実施状

況に関する事項 

 

イ 電気通信事業法施行規則（以下、施行規則という）第２２条の７第１号から第３

号、第８号、第９号及び第１３号の規定により整備した体制 

 

（１）施行規則第２２条の７第１号 
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施行規則第２２条の７第１号に定める設備部門は、当社組織規程により

定めており、別添資料７のとおりとしています。 

 

（２）施行規則第２２条の７第２号、第８号及び第９号 

 

施行規則第２２条の７第２号に定める設備部門の長、及び同第８号に定め

る情報管理責任者は、令和５年４月１日から令和５年６月１４日までの間は、

常務取締役猪俣貴志があたり、令和５年６月１５日から令和６年３月３１日ま

での間は、代表取締役常務桂一詞があたっております。 

 

（３） 施行規則第２２条の７第３号 

 

施行規則第２２条の７第６号の定めにより作成する規程（以下「他事業者

情報の適正利用に関する規程」という。）において、設備部門と設備部門以

外の部門の間の兼務の禁止を定めています。 

 

（４） 施行規則第２２条の７第１３号 

 

施行規則第２２条の７第１３号に定める監視部門は、当社組織規程によ  

り、設備部門から独立した組織である情報セキュリティ推進部と定めており、

書面または実地による定期的な監視を実施しております。 

 

ロ 施行規則第２２条の７第４号の規定により区分した室の配置 

 

設備部門の居室においては、設備部門以外の部門の業務に従事する者が容易

に入退室できないよう、電子的認証装置や、生体認証装置等により管理を徹 底

するとともに、監視カメラで監視しています。なお、入退室管理においては、対象者

の異動等の都度、変更・確認を行い四半期毎の実施状況について、四半期末の翌

月に点検を実施しています。また、入退室ログや監視カメラ映像について、通常作

業しない時間帯において作業を実施していた等、当該居室の入居組織等から申告

があった場合に確認することとしています。 

また、設備部門の居室以外の、会社が認めた居室において接続関連情報を 

取り扱う場合は、他事業者情報の適正利用に関する規程に従い、事前に社員

等が誓約書により申請し会社が認めた自宅等の個室において業務を行うことと

しています。加えて、登録端末からのみ接続関連情報へのアクセスが許容され、

多要素認証、外部記録媒体等による情報の持出し制限、携帯電話等による画

面撮影行為を行った際にログが残る仕組みが導入された会社指定の端末（以

下「リモート業務端末」という。）を用いることで、電子的認証や監視カメラを設置

している設備部門の居室と同等の環境を確保しています。 
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ハ 施行規則第２２条の７第５号の規定により構築したシステムの概要 

 

施行規則第２２条の７第５号に定める要件に基づき構築しているシステムの

概要は次のとおりです。 

接続関連情報を有するシステムは、主なアンバンドル機能に応じて、大きく

以下に分けられます。 

・ドライカッパ・ＤＳＬに関する業務処理を行うシステム 

・番号ポータビリティ、マイライン等電話サービスに関する業務処理を行うシステ

ム 

・ダークファイバに関する業務処理を行うシステム 

・接続専用線に関する業務処理を行うシステム 

・コロケーションに関する業務処理を行うシステム 

 

これらのシステムのいずれについても、施行規則第２２条の７第５号イ、ロ

の要件に則り、その利用権限の適正な管理のために、当該システムを利用す

る業務を特定し、それに基づいたシステム利用権限の付与を行っております。

なお、付与した権限については、半期ごとの実施状況について、半期末の

翌々月に棚卸を行い、適正な権限付与の維持を図っています。 

 

また、施行規則第２２条の７第５号ハの要件に則り、接続関連情報を取り扱

うシステムにおいて、システムの操作者が接続関連情報にアクセスした際に、

当該操作者を識別するための情報、アクセスした日時、当該情報の内容につ

いて記録、保存を実施しています。保存期間については、操作者が接続関連

情報にアクセスした日の翌日から起算して５年間としています。 

 

ニ 施行規則第２２条の７の第６号の規定により作成した規程 

 

作成した規程は別添資料８のとおりです。その主な内容は以下のとおりです。 

 

i 設備部門の範囲 

ii 接続関連情報の目的外利用の禁止等 

・ 社員等の目的外利用の禁止 

・ 目的外に他の組織の社員等への承認のない提供の禁止 

・ 委託先への不適正な接続関連情報の提供禁止及び委託先におい

て不適正に流用されないよう指導すること 

・ 社外他者への提供の禁止 

iii 接続関連情報を管理するシステムの利用権限の制限、接続関連情

報を入手した社員等及び入手日時等の保存 

iv 設備部門と設備部門以外の部門との間での兼職禁止 
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v 情報管理の体制 

・ 設備部門における接続関連情報の適正な管理の全社的統括管理

責任者として設備本部長を「他事業者情報管理責任者」（事業法施

行規則第２２条の７第８号に定める情報管理責任者に該当）に置く

こと 

・ 組織ごとに当該組織の情報管理に責任を有する「情報管理責任者」

をはじめ「他事業者情報適正利用監督者」「他事業者情報適正利用

推進者」を置くこと 

vi 他事業者情報管理責任者の責務 

・ 設備部門の業務の用に供する室、もしくはそれに準ずるものとして会

社が認めた場所において、接続関連情報の適正な取扱いに努めるこ

と 

・ 設備部門の居室と設備部門以外の部門の居室を分離し、管理する

こと 

・ 接続関連情報の適正な利用に関する研修の実施 

・ 接続関連情報の管理の用に供するシステムの利用権限の管理 

・ 社員等の指導・監督及びその取扱い状況の点検 

・ 委託先の適切な指導に関する社員等への指導・監督 

ⅶ 接続関連情報の抽出規制 

・ 顧客情報システムにより、接続関連情報の承認のない抽出の禁止 

ⅷ 是正措置等 

・ 接続関連情報の取扱いについて、違反その他の問題を発見したと

きは、速やかに対処すること。 

（なお、接続業務の実施状況の監視に関する規程に基づき、監視部

門にその事実及び対処等を速やかに報告のこと） 

 

ホ 施行規則第２２条の７第７号の規定により実施した研修の内容 

 

設備部門の全社員等を対象に他事業者情報の適正利用に関する規程を

遵守させるため、電気通信事業法における禁止行為等に関する規程の概要、

施行規則の求める要件、当該規程の解説（設備部門の設置、兼務の禁止、居

室の分離、システム利用権限の管理等）、接続関連情報の適正な取扱いに関

する基本的な知識、会社が認めた設備部門の居室以外で業務を実施する場

合の要件や注意事項等を内容とする以下の研修を、令和５年７月１日から令

和５年１２月２８日までの間実施しています。 

 

ⅰ 研修（対象は設備部門の全社員等） 

受講者数： 人（実施率：１００％） 
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ⅱ Ｗｅｂ学習（対象は設備部門の全社員等） 

受講者数： 人（実施率：１００％） 

 

ヘ 施行規則第２２条の７の第１０号の規定により実施した管理の内容 

 

他事業者情報管理責任者は、他事業者情報の適正利用に関する規程が設

備部門の社員等によって遵守されるよう、組織ごとに当該組織の情報管理に責

任を有する「情報管理責任者」をはじめ「他事業者情報適正利用監督者」「他事

業者情報適正利用推進者」を配置し、以下の項目について管理を実施していま

す。 

 

（１） 設備部門と設備部門以外の部門との間での兼務の禁止

イ（３）に記載のとおりです。 

（２） 設備部門と設備部門以外の部門の居室の分離

ロに記載のとおりです。 

（３） 研修の実施 

 

ホに記載のとおりです。 

 

（４） システム利用権限の管理 

ハに記載のとおりです。 

 

（５） 接続関連情報の他組織への提供の管理 

 

接続関連情報については、他事業者と取り交わす契約書等を郵送する

場合のほか、設備部門において他事業者との協議を行う場合、設備部門

間での会議を行う場合等、真に必要と認められる場合に限定し、必要最小

限の情報を設備部門の居室から持出すことを認めており、接続関連情報

を居室から持出す場合には、提供情報の内容、利用目的、及び提供方法

について他事業者情報適正利用推進者の承認を得ることとしており、その

旨を他事業者情報の適正利用に関する規程等に定めています。 

また、設備部門の居室以外の会社が認めた居室において接続関連情報

を取り扱う場合は、リモート業務端末により業務を行うこととしています。 

 

（６） 委託先管理 
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・委託先との間で接続関連情報の取扱いに関する覚書を締結すること 

・当該覚書に定められている遵守事項について委託元が点検を実施す

ることを他事業者情報の適正利用に関する規程等に定めています。 

 

なお、上記（１）～（６）については別添資料８のとおりです。 

 

ト 施行規則第２２条の７第１１号及び第１２号の規定により記録した手続の実施の経

緯及び条件の概要 

 

（１） 施行規則第２２条の７第１１号の規定により記録した手続の実施の経緯及

び当該手続に係る接続の条件の概要 

 

当社設備部門は、第一種指定電気通信設備と他の電気通信事業者の電

気通信設備とを接続するために実施した接続約款又は接続に関する協定

に基づく手続の実施の経緯及び当該手続に係る接続の条件を記録し、保

存しています。 

納期に着目した手続の実施の経緯及び当該手続に係る接続の条件の概

要は以下のとおりです。 

① 手続の実施の経緯の概要 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間に完了した手続につ

いての件数と平均日数（申込日～回答日、申込日～提供可能日、申込日

～工事完了日） 

 

②  当該手続に係る接続の条件の概要 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間に完了した手続につ

いての、接続約款又は接続に関する協定に規定する納期。 

 

具体的な納期に着目した手続の実施の経緯及び当該手続に係る接続の

条件の概要については別添資料９－１のとおりです。 

 

（２） 施行規則第２２条の７第１２号の規定により記録した手続の実施の経緯及

び第一種指定電気通信設備を用いるための条件の概要 

 

当社設備部門は、第一種指定電気通信設備を用いた電気通信役務を提供

するために当社設備部門以外の部門との間において実施した手続の実施の

経緯及び当該第一種指定電気通信設備を用いるための条件を記録し、保存し

ています。 

納期に着目した手続の実施の経緯及び条件の概要は以下のとおりです。 
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①  手続の実施の経緯の概要 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間に完了した手続に

ついての件数と平均日数（申込日～回答日、申込日～提供可能日、申

込日～工事完了日）。 

 

②  条件の概要 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間に完了した手続に

ついての、接続約款または接続に関する協定に規定する納期。 

 

具体的な納期に着目した手続の実施の経緯及び第一種指定電気通信

設備を用いるための条件の概要については別添資料９－２のとおりです。 

 

チ 施行規則第２２条の７第１４号及び第１５号の規定により行った監視の結果 

 

（１） 施行規則第２２条の７第１４号に定める要件に基づき、監視部門が実施した

監視の結果及び方法は以下のとおりです。 

 

当社設備部門が、第一種指定電気通信設備と他の電気通信事業者の電

気通信設備とを接続するために他の電気通信事業者との間において実施し

た手続の実施の経緯及び当該手続に係る接続の条件について記録・保存

した内容に基づき、接続約款又は接続に関する協定の規定によるものであ

ることを確認しています。 

 

当社設備部門が、第一種指定電気通信設備を用いた電気通信役務を提

供するために設備部門以外の部門との間において実施した手続の実施の

経緯及び当該第一種指定電気通信設備を用いるための条件について記

録・保存した内容に基づき、接続約款又は接続に関する協定の規定に準ず

るものであることを確認しています。 

 

納期に着目し、他の電気通信事業者又は当社設備部門以外の部門の令

和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間に完了した手続についての件

数と平均日数（申込日～回答日、申込日～提供可能日、申込日～工事完了

日）及び接続約款又は接続に関する協定に規定する納期の遵守率により検

証した、手続の実施の経緯及び当該手続に係る条件に関する監視の結果は

別添資料１０のとおりです。 

 

なお、監視部門において、上記に関して設備部門より提示された手 

続の実施の経緯及び当該手続に係る接続の条件の概要が虚偽でないこと
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を確認するため、根拠となる記録方法、保存方法、及び抽出方法につい

て、四半期ごとに設備部門に説明を求め、その内容を確認した結果、問題

はありませんでした。 

 

（２） 施行規則第２２条の７第１５号に定める要件に基づき、設備部門から独立し

た監視部門が実施した監視の結果は以下のとおりです。 

 

監視部門が、へにおいて記載した管理の項目ごとの遵守状況について、

設備部門が実施した毎月・四半期点検の結果の確認を実施するとともに、書 

面による確認に加え、本社及び支店単位の設備部門への実地確認した結果、

問題はありませんでした。 

設備部門における指摘事項とそれを受けた対応は、ありませんでした。 

具体的な監視の結果は、以下のとおりです。 

 

① 情報管理の体制 

 

他事業者情報の適正利用に関する規程において規定される情報管理

責任者が、本社では設備部門を構成する各組織の長、支店では支店長と

されていることを確認しています。 

 

② 設備部門と設備部門以外の部門との間での兼務の禁止 

 

令和６年３月３１日時点で、当社の社員等のうち、複数の職務を兼ねて

いる全ての社員等について、その職務を確認したところ、設備部門と設備

部門以外の部門の職務を兼ねている社員等は存在しないことを確認して

います。 

 

③ 設備部門と設備部門以外の部門の居室の分離 

 

令和６年３月３１日時点で、設備部門が所在する室は （ゲート数

にして ）あり、その全てについて電子的認証装置や監視カメラ等に

加え、一部について生体認証装置が設置されていることを書面及び実地

確認により確認しています。 

なお、通常作業しない時間帯において、作業を実施していた等の申告

はありませんでした。 

また、設備部門の居室以外の、会社が認めた居室における接続関連情

報の取り扱い状況について、事前に上長の承認を得た個室等において、

リモート業務端末により業務が実施されていることについて、別に設備部

門が実施した毎月点検・四半期点検の結果の確認、及び年一回の実地確
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認により、業務を行う場所について事前に上長の承認を得ていること、端

末の管理状況、ログが残る仕組みの端末への導入状況、ログを確認し第

三者による画面窃視が行われていないことを確認しています。 

 

④ 研修の実施 

 

ホに記載した研修の内容について、研修教材等を確認し、設備部門の

設置、兼務の禁止、居室の分離、システム利用権限の管理、会社が認め

た設備部門の居室以外で業務を実施する場合の要件や注意事項等、設

備部門の社員等が接続関連情報を取扱うにあたり必要な内容が盛り込

まれていることを確認しています。 

また、令和５年７月１日から令和５年１２月２８日までに設備部門が実施

した以下の研修について、研修受講対象となる全ての社員等が受講した

ことを確認しています。 

 

 

i  研修（対象は設備部門の全社員等）

受講者数： 人（実施率：１００％） 

ii  Ｗｅｂ学習（対象は設備部門の全社員等）

受講者数： 人（実施率：１００％） 

 

⑤ システム利用権限の設定状況 

 

異動・退職等にあたり業務上不要となったシステム利用権限については、

その都度削除を行う等、随時適正化を図るとともに、業務運営上の節目、及

び点検の実効性確保等を勘案し、別に設備部門が実施した毎月点検・四半

期点検において、システムに現に設定されている権限とハに記載した考え

方で特定した適正な権限の突合を実施した結果、システム利用権限が適正

に維持されていることを確認しています。 

 

⑥ 接続関連情報の提供状況 

 

「へ  電気通信事業法施行規則第２２条の７第１０号の規定により実施し

た管理の内容」（５）にて記載した管理の実施状況については、設備部門

の居室からの接続関連情報の持出しの都度、上長が承認を行い、不要な

持出しが発生しないよう対処していること、また、設備部門の居室以外の会

社が認めた居室において接続関連情報を取り扱う場合は、リモート業務端

末により業務が実施されていることを、業務運営上の節目、及び点検の実

効性確保等を勘案し、別に設備部門が実施した毎月点検・四半期点検の結
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果の確認、及び年一回の実地確認において、業務を行う場所について事前

に上長の承認を得ていること、端末の管理状況、ログが残る仕組みの端末

への導入状況、ログを確認し第三者による画面窃視が行われていないことを

確認し、適正になされていることを確認しています。 

 

⑦ 委託先管理 

 

委託先管理（接続関連情報を提供するものに限る）については、委託元

である設備部門が、委託先における接続関連情報の取扱い状況等につい

て随時指導を行うとともに、「ヘ  電気通信事業法施行規則第２２条の７第 

１０号の規定により実施した管理の内容」（６）の管理に従い、他事業者情

報の適切な取扱いに関する義務が盛り込まれていること、委託先の点検が

されていることを、業務運営上の節目、及び点検の実効性確保等を勘案し

て、別に設備部門が実施した毎月点検・四半期点検及び年一回の実地確

認において確認しています。 

 

リ  施行規則第２２条の７第１４号の規定により行った監視の結果、同条第１２号の

規定により記録した手続の実施の経緯又は条件の内容が同条第１１号の接

続約款又は接続に関する協定の規定に準ずるものでない場合において、手

続又は条件を是正するための措置を講じたときはその内容、当該措置を講じ

なかったときはその理由 

 

監視の結果、本項目に該当する事項はありませんでした。 

 

ヌ 施行規則第２２条の７第１５号の規定により行った監視の結果、接続関連情報

の取扱いが適正でない場合において、当該取扱いを是正するための措置を講

じたときはその内容、当該措置を講じなかったときはその理由 

 

監視の結果、本項目に該当する事項はありませんでした。 

 

ル イからヌまでの措置のほか、法第３１条第６項の規定に基づき、他の電気通信事

業者との間の適正な競争関係を確保するために講じた措置がある場合には、

その内容 

 

接続関連情報の取扱いのある監督対象子会社に対し、接続関連情報の目的

外利用の禁止に係る規定の遵守を徹底するために行った監督の方法及びその

実施状況は次のとおりです。 

 

① 監督対象子会社における他事業者情報の適正利用に関する規程の制定、 
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接続関連情報に関する覚書の締結 

 

接続関連情報を取り扱う全ての監督対象子会社において他事業者情

報の適正利用に関する規程を制定しており、また、当該会社と当社との

間で、接続関連情報の目的外利用の禁止、再委託時の取扱い、責任者

の設置、研修・点検の実施、問題発生時における当社への報告義務、契

約違反時の措置等を規定した覚書を締結していることを、当社の「電気通

信業務又はこれに付随する業務」に係る委託業務を実施している当事者

から独立した専ら情報セキュリティに関する方針策定、監査等を実施して

いる組織である情報セキュリティ推進部が年度を通じて確認しています 

（令和６年３月３１日時点）。 

 

② 接続関連情報を取り扱う部門の明確化 

 

接続関連情報を取り扱う全ての監督対象子会社において、接続関連情

報を取り扱う組織が明確化されていることを情報セキュリティ推進部が年度

を通じて確認しております（令和６年３月３１日時点）。 

 

③ 接続関連情報の取扱いのある部門と当該部門以外の部門の間での兼務

の禁止 

 

接続関連情報を取り扱う全ての監督対象子会社における他事業者情報

の適正利用に関する規程の定めに従い、接続関連情報の取扱いのある部

門と当該部門以外の部門の間で兼務がないことを、人事異動の都度、各社

において確認するとともに情報セキュリティ推進部が以下のとおり確認して

います。 

年度を通じ、各社の社員等のうち、複数の職務を兼ねている社員等の

職務を確認し、接続関連情報の取扱いのある部門と当該部門以外の部

門の職務を兼ねている社員等は存在しないことを確認しています。（令

和６年３月３１日時点） 

 

④ 情報管理責任者の配置 

 

当社と接続関連情報を取り扱う全ての監督対象子会社との間で締結し

ているお客様情報及び他事業者情報の管理に関する覚書に定められた

とおり、情報管理責任者として代表取締役社長等があたっていることを、

年一回の実地確認において情報セキュリティ推進部が確認しています 

（令和６年３月３１日時点）。 
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⑤接続関連情報の取扱いのある部門と当該部門以外の部門の居室の分離 

 

接続関連情報の取扱いのある部門においては、接続関連情報の取扱

いのある部門の社員等以外の者が容易に入退室できないよう、電子的認

証装置や生体認証装置等により管理を徹底するとともに、監視カメラで監

視しています。 

また、設備部門の居室以外の、会社が認めた居室において接続関連 

情報を取り扱う場合は、他事業者情報の適正利用に関する規程に従い、

事前に社員等が誓約書により申請し会社が認めた自宅等の個室におい

て業務を行うこととしています。加えて、リモート業務端末を用いることで、

設備部門の居室と同等の環境を確保しています。 

令和６年３月３１日時点で接続関連情報の取扱いのある部門が所在す

る居室は （ゲート数にして ）あり、そのすべてについて電子

的認証装置や監視カメラ等に加え、一部について生体認証装置が設置

されていることを書面及び年一回の実地確認により情報セキュリティ推

進部が確認しています。 

また、設備部門の居室以外の、会社が認めた居室における接続関連

情報の取り扱い状況について、各社が実施した毎月点検・四半期点検

の結果を確認するとともに、年一回の実地確認において、業務を行う場

所について事前に上長の承認を得ていること、端末の管理状況、ログが

残る仕組みの端末への導入状況、ログを確認し第三者による画面窃視が

行われていないことを、情報セキュリティ推進部が確認しています。 

 

⑥ 研修の実施 

 

監督対象子会社における他事業者情報の適正利用に関する規程を遵

守させるため、接続関連情報を取扱う部門の全社員等に対して、当該規

程の解説（設備部門の設置、兼務の禁止、居室の分離、システム利用権

限の管理等）、接続関連情報の適正な取扱いに関する基本的な知識、

会社が認めた設備部門の居室以外で業務を実施する場合の要件や注

意事項等に関する研修を社員研修の年度計画に基づき令和５年７月１

日から令和５年１２月２８日までに実施しております。 

上記の内容について、研修教材等を確認し、接続関連情報を取扱うに

あたり必要な内容が盛り込まれていること、また、研修受講対象の全て 

の社員等が受講したことを情報セキュリティ推進部が確認しています。 

 

 

i  研修（対象は接続関連情報を取り扱う部門の全社員等）
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受講者数： 人（実施率：１００％） 

ii  Ｗｅｂ学習（対象は接続関連情報を取り扱う部門の全社員等）

受講者数： 人（実施率：１００％） 

 

⑦ システム利用権限の管理 

 

毎月点検・四半期点検において、システムに現に設定されている権限と

ハに記載した考え方で特定した適正な権限の突合を実施しています。そ

の点検結果を情報セキュリティ推進部が確認し、システム利用権限が適

正であることを確認しています。 

 

⑧ 接続関連情報の提供管理 

 

接続関連情報を設備部門の居室から持出す場合には、持出す情報

の内容、利用目的及び持出方法について、他事業者情報適正利用推

進者の承認を得ることとし、その旨を監督対象子会社における他事業

者情報の適正利用に関する規程等に定めています。 

その遵守状況、及び設備部門の居室以外の、会社が認めた居室にお

いて接続関連情報を取扱う場合は、リモート業務端末により業務が実施

されていることについて、各社が実施した毎月点検・四半期点検の結果

の確認、及び年一回の実地確認において業務を行う場所について事

前に上長の承認を得ていること、端末の管理状況、ログが残る仕組み

の端末への導入状況、ログを確認し第三者による画面窃視が行われて

いないことが適正になされていることを、情報セキュリティ推進部が確認

しています。 

 

⑨ 再委託先の管理 

 

・再委託契約の締結に際しては、委託元の承諾を要すること 

・再委託先との間で、接続関連情報の保護・秘密保持に関する契約を締

結すること 

・当該契約に定められている遵守事項について、委託先である監督対象

子会社が点検を実施すること 

を監督対象子会社における他事業者情報の適正利用に関する規程等に

定めています。 

その遵守状況は、各社が実施した毎月点検・四半期点検の結果の確 

認、及び年一回の実地確認において適正になされていることを、情報セ

キュリティ推進部が確認しています。 

なお、監督対象子会社ごとの実施状況については、別添資料１１のと
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おりです。 

 

３．電気通信事業法第３１条第２項の規定の遵守のために講じた措置及びその実施状

況に関する事項． 

 

イ 条件の設定及び公表その他特定関係事業者及び特定関係事業者以外の電気

通信事業者の取扱いの同等性を確保するために講じた措置の内容 

 

（１）電気通信設備の設置又は保守 

 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置又は

保守」に関する条件を接続約款に定め公表することにより同等性を確保して

おります。（接続約款第９５条、第９５条の２・３・４・５） 

 

（２）土地及びこれに定着する建物その他の工作物の利用 

 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な土地及びこれに定着する

建物その他の工作物の利用」に関し、「コロケーションスペース、電柱、管

路・とう道」についての利用に係わる条件を接続約款及び「電柱・管路等の

利用申込み及び契約条件等について」に定め公表することにより同等性を

確保しております。（接続約款第９５条） 

 

（３） 情報の提供 

 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な情報の提供」に関する条

件を接続約款に定め公表することにより同等性を確保しております。 

（接続約款第９８条、第９８条の２、第９９条、第９９条の２・３・４・６・７・８・９・１ 

１・１２・１３・１４） 

 

なお、「第一種指定電気通信設備との接続に必要な情報」を下記ＵＲＬ

で開示しておりますが、コロケーション及びＤＳＬ回線に関する情報、光ファ 

イバ関連情報、フレッツサービス（ＩＳＰ事業者向け情報）等については、「守

秘義務契約」又は「相互接続協定」を締結している電気通信事業者に対し

て、ＩＤ及びパスワードを払い出した上で閲覧可能としております。 

 

◇ ＮＴＴ西日本：http://www.ntt-west.co.jp/open/index.html 

 

（４） 電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業務の

受託 
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「電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業

務の受託」に関し、以下のとおり実施しております。 

 

① 利用契約締結 

条件を接続約款に定め公表することにより同等性を確保しております。 

（接続約款第６８条(１０)） 

 

② 他社商品販売・取次等 

収支が相償わない場合や自社商品と競合する場合を除き、次の考え方

により実施しており、これを公表（H11.7.1）することにより同等性を確保して

おります。 

 
・販売・取次 

i. 販売手数料 

販売手数料は、１件あたりの販売手数料単金に、販売件数を乗じて算定する額

とする。 

販売手数料＝販売手数料単金×販売件数 

ⅱ．販売手数料単金 

この場合、委託者の提示する販売手数料単金が、次の条件を満たしていれば

受託する。 

販売手数料単金≧社員１人１分あたりの作業単金 

×当該受託商品の販売に係る稼働時分 

・問い合わせ対応・アフターフォロー 

ⅰ．手数料 

手数料は、１件あたりの受付又は訪問に係る手数料単金に、受付又は訪問

件数を乗じて算定する額とする。 

手数料＝手数料単金×受付又は訪問件数 

ii. 手数料単金 

この場合、手数料単金が、次の条件を満たしていれば受託する。

手数料単金≧社員１人１分あたりの作業単金 

×１受付又は１訪問あたりの受託商品に係る問

い合わせ対応・アフターフォロー稼働時分 

（注）「社員１人１分あたりの作業単金」は、接続約款に規定している他事業者との取

引に使用している作業単金をベースとした他事業者に共通の単金とする。 

③ 債権譲受・料金回収及び料金請求回収代行 

条件を接続約款に定め公表することにより同等性を確保しております。 

（接続約款第６８条(４)(５)(６)、第８０条、第８１条、第９０条） 
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④ 他社商品料金回収代行 

次の考え方により実施しており、これを公表（H12.7.10）することにより同

等性を確保しております。 

 
・回収代行手数料 

１件あたりの単金に、取り扱い件数を乗じて算定する額とする。 

 

平成 14 年 4 月に回収代行手数料及び手数料プランの見直しを行い、これ

を公表（H14.4.17）しております。 

 
「単金型」と「料率型」の２種類の料金プランのうちいずれかを事業者が選択する。 

【単金型】 １件あたり１５０円※1 

【料率型】 

 
１件あたりの
平均請求額 

 

手 数 料 額 

０～１,０００円 請求金額の３０％※2 

１,００１～２,０００円 請求金額の１０％ 

２,００１～５,０００円 請求金額の ５％ 

５,００１円～ 請求金額の ３％ 

※1：単金型の場合、１事業者５,０００件/月を超えた場合、超えた件数についての手

数料は８５円/件とする。 

※2：料率型の場合の１件あたりの最低手数料額は８５円とする。 

 

平成２０年６月に回収代行手数料プランの追加を行い、これを公表 

（H20.6.25）しております。 

 
従来からの「単金型」と「料率型」に加えて、以下の条件すべてに該当する場合、「新単金

型」の料金プランが選択可能。 

―該当の回収代行商品について、弊社が販売受託契約している。 

―該当の回収代行商品の支払方法について、弊社が回収代行として口頭受付してい

る。 

【新単金型】 １請求書あたり５０円 ＋ １事業者あたり月額２７万円 

 

平成２１年１０月に回収代行手数料プランの追加を行い、これを公表 

（H21.10.14）しております。 

 
従来からの「単金型」と「料率型」及び「新単金型」に加えて、以下の条件すべてに該当する
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場合、「新料率型」の料金プランが選択可能。 

―該当の回収代行商品について、弊社が販売受託契約している。 

―該当の回収代行商品の支払方法について、弊社が回収代行として口頭受付している。 

―該当の回収代行商品の請求依頼について、１請求番号につき請求内訳１項目とする。 

【新料率型】 

１件あたりの平均請求額の３．０％／１請求内訳あたり（50,000 行／月まで） 

１件あたりの平均請求額の２．５％／１請求内訳あたり（50,001 行／月以降） 

 

平成２４年６月に回収代行手数料プランの追加を行い、これを公表 

（H24.5.29）しております。 

 
以下の条件すべてに該当する場合、以下の手数料プランによるサービス提供が可能 

―該当の回収代行商品について、購入者がフレッツ・アクセス回線を利用しており、その

回線から、インターネット上の WEB  サイト等にて購入する。 

―該当の回収代行商品の購入時に、購入者の認証依頼および請求情報を即時に弊社

まとめて支払いシステムに連携するプログラムを実装する。 

【手数料プラン】 

１フレッツ・アクセス回線あたりの平均請求額に応じた手数料＋消費税相当額 
 

１フレッツ・アクセス回線あたりの平均 

請求額 

手数料 

０～６００円 当社が当該月に発行した請求書 

の件数に３０円を乗じた額 

６０１～９００円 請求額の５％ 

９０１～１，５００円 当社が当該月に発行した請求書 

の件数に４５円を乗じた額 

１，５０１円～ 請求額の３％ 

 

令和６年１月に回収代行手数料プランの追加を行い、これを公表（R6.1.1） 

      しております。 

 

弊社が提供する電話サービスのうち、加入電話、第１種総合ディジタル通信サービス、第２

種総合ディジタル通信サービスの一部を卸電気通信役務として提供している場合、以下の手

数料プランによるサービス提供が可能 

 

【手数料プラン】 

１内訳項目ごとに、弊社「第１種指定電気通信設備との接続に関する契約約款」（接続約款）

における以下の料金請求回収代行手続費を準用 

接続約款 料金表 第２表 工事費及び手続費 ２手続費の額 ２－１ 手続費（９） 

（ア）請求情報の授受等に係るもの 

（イ）請求・収納・不払い対応に係るもの 
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⑤ 料金請求書同封 

料金請求を弊社に委託している事業者であれば、次の内容により実施

することとしており、同等性を確保しております。 

また、マイライン事業者協議会リーフレット同封の際に、同協議会にお

いて関係事業者の費用算出のために、次の内容を開示(H14.2)しており

ます。 

１回あたり、（７０，０００円+０.９円×同封数）×１.１ 

なお、料金請求に関連する内容を当該会社利用分のある利用者に限って実

施するものであり、手数料については、最低取扱件数（３０万件）を設定し、こ

れを下回る場合については、当該件数見合いの手数料を支払うことを条件と

する。 

 

 

ロ 公表された条件によって実施した事項の実施状況 

 

（１）第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置又は保守

令和５年度の実施状況は以下のとおりです。 

① 自前工事 

項 目 総数 
特定関係事業 

者 
左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 27 社 2 社 25 社 

（ⅱ）件数 23,176 件 1,479 件 21,697 件 

 

② 受託工事 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 0 社 0 社 0 社 

（ⅱ）件数 0 件 0 件 0 件 

 

（２）第一種指定電気通信設備との接続に必要な土地及びこれに定着する建物そ

の他の工作物の利用 

 

令和５年度の実施状況は以下のとおりです。 

 

① コロケーションスペース 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 
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（ⅰ）提供対象事業者数 25 社 2 社 23 社 

（ⅱ）件数 1,193 架 102 架 1,091 架 

 

② 電柱 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 134 社 2 社 132 社 

（ⅱ）件数 133,256 本 945 本 132,311 本 

※一般賃貸を含む 

 

③ 管路・とう道 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 18 社 2 社 16 社 

（ⅱ）件数    36.2 ㎞ 3.0 ㎞ 33.2 ㎞ 

※一般区間を含む 

 

（３） 第一種指定電気通信設備との接続に必要な情報の提供

令和５年度の実施状況は以下のとおりです。 

① ＩＤ、パスワードを払い出している事業者数 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

事業者数 292 社 2 社 290 社 

 

② お客さま情報照会書作成 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 3 社 1 社 2 社 

（ⅱ）件数 23,820 件 23,227 件 593 件 

 

③ みなし契約者に関する宛名情報提供 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 3 社 1 社 2 社 

（ⅱ）件数 1,213 千件 952 千件 260 千件 

 

 

（４） 電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業務の受

託 

 

令和５年度の実施状況は以下のとおりです。 
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① 利用契約締結 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 4 社 1 社 3 社 

（ⅱ）件数 403 千件 － － 

 

② 他社商品販売・取次等 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 106 社 2 社 104 社 

（ⅱ）件数  403 商品 57 商品 346 商品 

 

ＦＴＴＨアクセスサービス取次 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 9 社 1 社 8 社 

（ⅱ）件数 1,062 件 584 件 478 件 

 

③ 債権譲受・料金回収 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 3 社 1 社 2 社 

（ⅱ）件数 16,636 百万円 16,634 百万円 2 百万円 

 

料金請求回収代行 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 2 社 1 社 1 社 

（ⅱ）件数 539 件 357 件 182 件 

 

④ 他社商品料金回収代行 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 263 社 2 社 261 社 

（ⅱ）件数 457 商品 9 商品 448 商品 

 

⑤ 料金請求書への同封 

項 目 総数 特定関係事業者 左記以外の事業者 

（ⅰ）提供対象事業者数 1社 1 社 0 社 

（ⅱ）件数 1 回 1 回 0 回 

 

ハ 公表された条件によらないで実施した場合の理由、条件及びその実施

状況 
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（１）電気通信設備の設置又は保守 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な電気通信設備の設置又は保

守」に関する事項として、公表された条件によらないで実施したものはありま

せん。 

 

（２）土地及びこれに定着する建物その他の工作物の利用 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な土地及びこれに定着する建

物その他の工作物の利用」に関する事項として、公表された条件によらない

で実施したものはありません。 

 

（３）情報の提供 

「第一種指定電気通信設備との接続に必要な情報の提供」に関する事項とし

て、公表された条件によらないで実施したものはありません。 

 

（４）電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業務の

受託 

「電気通信役務の提供に関する契約の媒介、取次ぎ若しくは代理又は業

務の受託」に関する事項として、公表された条件によらないで実施したものは

ありません。 

以上 




